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 平成２３年１２月１６日 

各  位 

会 社 名   株式会社クボタ 

本社所在地  大阪市浪速区敷津東一丁目 2番 47 号 

代表者名   代表取締役会長兼社長  益 本 康 男 

コード番号    ６３２６ 

上場取引所  東京・大阪（市場第１部） 

問合せ先   コーポレート・コミュニケーション部長 

細 谷 祥 久  

TEL  (大阪)06-6648-2389 (東京)03-3245-3052 

    

ノルウェー・トラクタ用作業機器メーカーの買収についてノルウェー・トラクタ用作業機器メーカーの買収についてノルウェー・トラクタ用作業機器メーカーの買収についてノルウェー・トラクタ用作業機器メーカーの買収について    

 

株式会社クボタ（本社：大阪市浪速区、会長兼社長：益本康男、以下「当社」）と、オスロ証券取引所に

上場しているノルウェーのトラクタ装着用作業機器（以下「インプルメント」）メーカー・Kverneland ASA

（本社：ノルウェー王国クバナランド、President and CEO： Ingvald Løyning、以下「クバンランド社」）

は、当社が同国に保有する完全子会社を通じて、株式公開買付け（以下「本公開買付け」）によりクバン

ランド社を買収（以下「本買収」）することで本日合意しましたのでお知らせします。 

 

記 

 

１．本買収の背景と狙い１．本買収の背景と狙い１．本買収の背景と狙い１．本買収の背景と狙い    

・ 2050 年には 90 億人になるとも言われる世界人口の増加を背景に、世界の食料需要は高まっており、

食料増産に不可欠な農業機械市場は今後も拡大が見込まれています。 

・ 当社は、日本で培った水田作業の機械化技術を武器に、タイや中国をはじめとするアジア諸国で順調

に農業機械事業を展開しています。今後も中長期的に事業拡大を続けるには、耕地面積が水田に比べ

て遥かに広い畑作市場への進出が不可欠であり、そのための大型機械や畑作機械の品揃えを充実させ

る必要があると考えています。 

・ クバンランド社は、充実したインプルメントのラインナップと高い技術力に加え、欧州での高いブラ 

ンド力を有しています。本買収は、当社のトラクタとベストマッチしたインプルメントの開発による

品揃えの強化や、双方の販売ルートの活用などのシナジーが期待でき、当社による畑作市場への本格

参入の第一歩と位置づけています。 

 

２．クバンランド社の概要２．クバンランド社の概要２．クバンランド社の概要２．クバンランド社の概要    

(1) 商号  Kverneland ASA 

(2) 事業内容  インプルメント（プラウ、ハロー、散布機、種まき機等）の製造販売 

(3) 設立年  1879年 

(4) 本社所在地      N-4355 Kvernaland, Norway 

(5) 代表者  Løyning, Ingvald （CEO and President） 

(6) 資本金  17.4百万ユーロ（2010年 12月 31日現在） 

(7) 大株主および持株比率（2010年 12月 31日現在） 

Umoe AS 31.80% 

Odin Norge 8.66% 

Orkla ASA 6.65% 

Skagen Vekst 6.03% 

MP Pensjon 5.84% 
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(8) 発行済株式総数 154,309千株（2011年 9月 30日現在） 

(9) 当社との関係 

a) 資本関係  該当事項はありません。 

b) 人的関係  該当事項はありません。 

c) 取引関係  該当事項はありません。 

(10) 決算期  12月末 

(11) 従業員数  2,091名（2011年 9月 30日現在） 

(12) 最近事業年度における業績の動向 

（単位：百万ユーロ） 

 
2011年 12月期 

（第 3四半期） 
2010年 12月期 2009年 12月期 2008年 12月期 

売上高 340.4 380.3 417.6 594.0 

営業利益 14.2 -4.9 -27.2 18.5 

当期純利益 8.9 -4.9 40.2 -2.1 

一株当たり当期純利益 ― -0.03 -0.23 -0.06 

総資産 295.4 287.5 300.0 356.4 

純資産 98.8 90.0 92.9 46.5 

注1. 2011年 12月期（第3四半期）はクバンランド社公表数値（未監査）。損益計算書項目は 

1月から9月の累計値であり、貸借対照表項目は2011年 9月 30日時点の数値。 

注2. 2009年 12月期及び 2008年 12月期の1株当たり当期純利益は、非継続事業（discontinued 

operations）に帰属する当期純利益を除いた数値。 

 

３．本公開買付けの概要３．本公開買付けの概要３．本公開買付けの概要３．本公開買付けの概要    

(1) 公開買付者  

本買収の実行を目的とするノルウェー所在の当社の完全子会社（買収目的会社）とする予定です。 

(2) 公開買付けの対象会社  

クバンランド社（Kverneland ASA） 

(3) 公開買付期間  

当初公開買付期間として、2012 年 1月 6日から 2012 年 1月 20 日までを予定しておりますが、

株主の応募状況等に応じ、延長される可能性があります。 

(4) 公開買付価格 

1株当たり8.5 ノルウェークローネ 

（1ノルウェークローネ＝13.0円とすると、一株当たり約 111円。為替レートは以下同じ。） 

(5) 公開買付けに要する資金  

約 13.1 億ノルウェークローネ（約 171億円）。当該金額は、クバンランド社の発行済株式総数（約

154.3 百万株）に、上記(4)の 1 株当たりの公開買付価格を乗じて算定しています。なお、公開

買付け資金には、手元現金並びに外部借入等を充当する予定です。 

(6) 下限応募株式数 

クバンランド社の発行済株式総数及び議決権比率の 66.7%以上の応募を、本公開買付けの成立の

前提条件としています。 
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(7) 公開買付けによるクバンランド社株式の保有割合の異動 

本公開買付け前の保有割合        0% 

本公開買付け後の保有割合        100% 

なお、上記の本公開買付後の保有割合は、当社が本公開買付けによりクバンランド社の全発行済

株式を買付けることができた場合の数値です。ノルウェーの公開会社法に基づき、当社はクバン

ランド社の発行済株式総数及び議決権比率の90%以上を取得した場合には、クバンランド社の完

全子会社化の手続きを実行する予定です。 

(8) 本公開買付け完了の前提条件 

本公開買付けの完了には、欧州委員会による競争法上の承認その他の前提条件が充足されること

又は当社により当該条件が放棄されることが必要です。 

(9) 決済日 

2012 年 4 月末までの期間において、欧州委員会による競争法上の承認取得を含む本公開買付け

完了の前提条件が充足されたこと又は当該条件を放棄することを当社が発表した日から、10 営

業日以内に決済する予定です。 

 

４．業績への影響４．業績への影響４．業績への影響４．業績への影響    

本公開買付けが当社の業績に与える影響については、現在精査中であり、今後、業績予想修正の必要性

及び公表すべき事項が生じた場合には速やかに開示いたします。 

 

以 上 

 

本資料は、米国その他本資料の配布又は公表が非合法となる地域における、及びかかる地域に向けた直接的間接的な配布又は公表を禁止

します。以下の重要なお知らせをご覧下さい。 

 

＜注意事項＞ 
本資料には会社の予想、予測、見積もり、前提に基づいた将来予想に関する記述が含まれています。

これらの記述は、将来の業績を保証するものではなく、予測の困難なリスクや不確実性を含んでいます。

そのため、様々な要因の変化により、実際の結果は記述されている将来見通しとは大きく異なる可能性

があります。リスクや不確実性には、当社の市場を取り巻く経済状況、特に政府の農業政策、公共投資

及び民間設備投資の動向、為替レ－ト、自然災害の発生、市場における競争的な価格プレッシャー及び

市場に受け入れられる製品を当社が設計・開発し続けていく能力などが含まれます。但し、業績に影響

を与える要素はこれらに限定されるものではありません。 
 

 本資料は、情報提供を行うことのみを目的としており、本公開買付けへの応募の勧誘等を目的として

作成されたものではありません。本資料は、有価証券に係る売付け等の申込みの勧誘、買付け等の申込

みに該当するものではなく、また、それらの一部を構成するものでもありません。本資料の全部若しく

は一部又はその配布の事実が本公開買付けに係るいかなる契約その他の合意の根拠となることはなく、

また、本公開買付けに係る契約等の締結に際し、本資料に依拠することはできないものとします。 
 

本公開買付けは、直接間接を問わず、アメリカ合衆国、その領域若しくは所有地、合衆国内の州及び

コロンビア特別区（以下「米国」）において行われるものではなく、また、米国の郵便その他の州際通商

若しくは国際通商の方法・手段を使用して行われるものではなく、さらに、米国内の証券取引所施設を

通じて行われるものでもありません。これらの方法・手段には、ファクシミリ送信、インターネット通

信、電子メール、テレックス及び電話を含みますが、これらに限られません。従って、本資料及びその

他の関連する勧誘書類はいずれも、米国において若しくは米国に向けて、郵送、電子メールその他の方

法によって配布又は送付されるものではなく、またかかる配布又は送付を行うことはできません。かか

る配布又は送付は、意図した応募の効力を無効にする可能性があります。 


